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（単位：円）

資産の部

Ⅰ 固定資産

有形固定資産

土地

建物

  減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

機械装置

減価償却累計額

工具器具備品

減価償却累計額

図書

美術品・収蔵品

車両運搬具

減価償却累計額

リース資産

減価償却累計額

有形固定資産合計

無形固定資産

ソフトウェア

電話加入権

無形固定資産合計

投資その他の資産

敷金及び保証金

その他投資

投資その他の資産合計

固定資産合計

Ⅱ 流動資産

現金及び預金

未収学生納付金収入

有価証券

たな卸資産

未収収益

未収入金

流動資産合計

資産合計

△ 50,284,319 1,204,885,221

8,281,173

△ 1,925,662,004

（平成２３年３月３１日）

貸借対照表

△ 1,374,674 6,906,499

4,742,100,000

19,814,243,580

1,255,169,540

268,838,648

207,231,368

54,948,850

△ 14,890,985 40,057,865

278,749,334

22,872,000

3,013,500

△ 333,494 2,680,006

17,888,581,576

24,412,502,704

△ 61,607,280

24,394,063,869

18,306,225

68,000

18,374,225

50,000

14,610

64,610

360,000

442,644,698

45,011,021

180,000,000

8,982,181

44,876

677,042,776

25,089,545,480
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（単位：円）

負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等

資産見返寄附金

資産見返物品受贈額

長期リース債務

固定負債合計

Ⅱ 流動負債

寄附金債務

未払金

未払費用

未払消費税等

前受金

預り金

預り科学研究費補助金等

短期リース債務

流動負債合計

負債合計

純資産の部

Ⅰ 資本金

地方公共団体出資金

資本金合計

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金

損益外減価償却累計額

資本剰余金合計

Ⅲ 利益剰余金

当期未処分利益

（うち当期総利益 ）

利益剰余金合計

純資産合計

負債純資産合計

△ 1,925,662,004

1,684,932,878

21,505,678

1,526,022,247 1,548,389,816

861,891

136,543,062

654,600

32,000

3,435,683

318,154,302

77,684,239

15,336,571

12,110,163

24,534,298,800

24,534,298,800

45,034,780

18,624,167

446,031,725

2,130,964,603

304,909,301

22,958,580,877

25,089,545,480

△ 1,880,627,224

304,909,301

304,909,301
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（単位：円）

経常費用

業務費

教育経費

研究経費

教育研究支援経費

受託研究費等

受託事業費等

役員人件費

教員人件費

職員人件費

一般管理費

財務費用

支払利息

経常費用合計

経常収益

運営費交付金収益

授業料収益

入学金収益

検定料収益

受託研究等収益

国又は地方公共団体以外からの受託研究等収益

受託事業等収益

国又は地方公共団体からの受託事業等収益

寄附金収益

施設費収益

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入

資産見返物品受贈額戻入

財務収益

受取利息

有価証券利息

雑益

財産貸付料収益

公開講座等収益

講習料収益

手数料収益

科学研究費間接経費収益

センター試験経費収益

その他の雑益

経常収益合計

経常利益

臨時損失

承継消耗品費

臨時利益

承継物品受贈益

当期純利益

当期総利益

304,909,301

304,909,301

17,037,386

3,246,309,550

304,909,301

17,037,386

17,037,386 17,037,386

4,710,540

1,727,638 53,635,301

196,884 428,366

10,468,023

22,606,470

7,350,000

11,755,000

1,756,500

22,968,000

249,600

231,482

7,350,000

668,590

417,072

82,511,401 82,928,473

147,140,200

34,241,000

2,148,000 2,148,000

1,871,224,890

1,023,938,260

390,666,542

2,771,513 2,771,513

1,680,145,178

336,938,151

2,941,400,249

損益計算書
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

2,547,962,194

302,974,537

64,830,781

74,613,133

1,841,847

6,752,749

79,865,818

 3



（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出

人件費支出

その他の業務支出

運営費交付金収入

授業料収入

入学金収入

検定料収入

受託研究等収入

受託事業等収入

寄附金収入

その他の収入

預り科学研究費補助金等の増減額

その他預り金の増減額

小計

業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有価証券の取得による支出

定期預金の預入による支出

投資その他の資産の取得による支出

小計

利息及び配当金の受取額

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出

小計

利息の支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 資金に係る換算差額 0

Ⅴ 資金増加額

Ⅵ 資金期首残高

Ⅶ 資金期末残高

0

383,490

701,608,121

362,644,698

△ 54,611,347

△ 54,611,347

△ 2,487,440

△ 57,098,787

362,644,698

△ 14,610

△ 282,248,126

12,110,163

4,144,221

△ 281,864,636

119,580

701,608,121

△ 180,000,000

△ 22,233,516

△ 80,000,000

53,307,530

1,874,253,000

1,001,021,150

147,140,200

34,241,000

2,148,000

7,350,000

キャッシュ・フロー計算書

△ 285,333,074

△ 1,937,035,347

△ 211,858,302

（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）
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（単位：円）

Ⅰ 当期末処分利益

当期総利益

Ⅱ　利益処分額

積立金

教育研究の質の向上及び組織運営
の改善積立金

利益の処分に関する書類（案）

地方独立行政法人法第４０条第３項により
設立団体の長の承認を受けようとする額

304,909,301

304,909,301

0

304,909,301 304,909,301 304,909,301
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（単位：円）

Ⅰ 業務費用

損益計算書上の費用

業務費

一般管理費

財務費用

臨時損失

(控除)自己収入等

授業料収益

入学金収益

検定料収益

受託研究等収益

受託事業等収益

寄附金収益

資産見返運営費交付金等戻入

財務収益

雑益

業務費用合計

Ⅱ 損益外減価償却相当額

Ⅲ 損益外減損損失相当額

Ⅳ 引当外賞与増加見積額

Ⅴ 引当外退職給付増加見積額

Ⅵ 機会費用

地方公共団体出資の機会費用

Ⅶ (控除)設立団体納付額 0

Ⅷ 行政サービス実施コスト

国又は地方公共団体財産の無償又は減額さ
れた使用料による貸借取引の機会費用 3,583,598

309,231,790 312,815,388

△ 41,880,301

0

1,925,662,004

△ 1,257,878,295

1,700,559,340

2,958,437,635

(2)

△ 1,023,938,260

3,897,073,450

6,422,214

△ 48,385,496

△ 7,350,000

△ 668,590

△ 83,578

△ 428,366

△ 34,241,000

△ 2,148,000

△ 147,140,200

行政サービス実施コスト計算書
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

(1)

2,547,962,194

390,666,542

2,771,513

17,037,386
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重要な会計方針 

 １ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

   期間進行基準を採用しています。なお、退職一時金については費用進行基準を採

用しています。 

 

 ２ 減価償却の会計処理方法 

 （１）有形固定資産 

定額法を採用しています。 

    耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としていますが、設立団体

から承継した固定資産については承継時の残存耐用年数を用いています。 

    主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

    建物         4 年～36 年 

    構築物       4 年～29 年 

    機械装置      6 年 

    工具器具備品    2 年～13 年 

    車両運搬具      6 年 

なお、リース資産についてはリース期間を耐用年数とする定額法によっていま

す。 

また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準（以下「基準」という。）

第 85）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本剰余金か

ら控除して表示しています。 

 （２）無形固定資産 

定額法を採用しています。 

    主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

    ソフトウエア    4 年 

    なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間 

（5年）を基準としていますが、設立団体から承継したソフトウエアについては承

継時の残存耐用年数を用いています。 

 

 ３ 引当金の計上基準 

 （１）賞与引当金及び見積額の計上基準 

賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は  

   計上していません。 

     なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事

業年度末の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上し

ています。 
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 （２）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

    役員及び教職員の退職一時金については、運営費交付金による財源措置がなさ

れるため、退職給付に係る引当金は計上していません。 

    なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、 

   基準第 87 第 4 項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増

加額を計上しています。 

 

 ４ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   貯蔵品：評価基準 原価法 

評価方法 最終仕入原価法 

 

 ５ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

 （１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費

用の計上方法 

    埼玉県からサテライトキャンパスの建物等について無償貸付を受けており、こ

れらについては埼玉県行政財産の使用料に関する条例に基づき算出しています。 

（２）地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率 

    新発 10年利付国債の平成 23年 3月末利回りを参考に 1.310％で計算していま

す。 

 

 ６ リース取引の会計処理方法 

   リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理によっています。リース料総額が 300 万円未満の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっています。 

 

 ７ 消費税等の会計処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。 
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注記事項 

１ 貸借対照表関係 

 （１）運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 

    995,571,489 円 

  （埼玉県からの派遣職員に対する退職給付見積額は上記から除いています。） 

 （２）運営費交付金から充当されるべき当期引当外賞与見積額 

    149,907,456 円 

 

２ キャッシュ・フロー計算書関係 

 （１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

    現金及び預金勘定     442,644,698 円 

    定期預金        △80,000,000 円 

    資金期末残高       362,644,698 円 

 （２）重要な非資金取引の内容 

   ア 現物出資の受け入れによる固定資産の取得 

     土地         4,742,100,000 円 

     建物        19,792,198,800 円 

     合計        24,534,298,800 円 

   イ 設立時の譲与による資産の取得 

     構築物        1,255,169,540 円 

     機械装置        8,281,173 円 

     工具器具備品      48,122,275 円 

     図書         262,683,940 円 

     美術品・収蔵品     22,872,000 円 

     ソフトウエア      24,408,300 円 

     電話加入権         68,000 円 

     敷金及び保証金       50,000 円 

      たな卸資産       9,868,420 円 

     合計        1,631,523,648 円 

   ウ ファイナンス・リースによる資産の取得 

     リース資産      268,838,648 円 

   エ 現物寄附による有形固定資産の取得 

     図書           821,943 円 
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３ 行政サービス実施コスト計算書関係 

 （１）引当外退職給付増加見積額の中には、埼玉県からの派遣職員に係る  

    22,013,556 円が含まれています。 

 （２）機会費用の内訳 

    機会費用はすべて設立団体に係るものです。 

 

 ４ 重要な債務負担行為 

   該当する事項はありません。 

 

 ５ 重要な後発事象 

   該当する事項はありません。 

 

 ６ 金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

   当法人は、資金運用については短期的な預金及び公社債等に限定しています。 

   未収債権等に係る信用リスクは、債権管理規程等に沿ってリスク軽減を図ってい

ます。また、有価証券は、資金管理規程に基づき、譲渡性預金のみを保有しており、

株式等は保有していません。 

 （２）金融商品の時価等に関する事項 

   期末日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のと

おりです。 

                              （単位：円） 

貸借対照表
計上額

時　　価 差　　額

（１）現金及び預金 442,644,698 442,644,698 －

（２）未払金 (318,154,302) (318,154,302) －
 

  （注）負債に計上されているものは、（ ）で示しています。 

  

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

  （１）現金及び預金、（２）未払金 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっています。 

   

  

 



附属明細書

当期償却額 当期損益内 当期損益外

建物 19,792,198,800 22,044,780 0 19,814,243,580 1,925,662,004 1,925,662,004 0 0 0 17,888,581,576

計 19,792,198,800 22,044,780 0 19,814,243,580 1,925,662,004 1,925,662,004 0 0 0 17,888,581,576

構築物 1,255,169,540 0 0 1,255,169,540 50,284,319 50,284,319 0 0 0 1,204,885,221

機械装置 8,281,173 0 0 8,281,173 1,374,674 1,374,674 0 0 0 6,906,499

工具器具備品 48,122,275 6,826,575 0 54,948,850 14,890,985 14,890,985 0 0 0 40,057,865

図書 262,683,940 16,184,927 119,533 278,749,334 0 0 0 0 0 278,749,334

車両運搬具 0 3,013,500 0 3,013,500 333,494 333,494 0 0 0 2,680,006

リース資産 0 268,838,648 0 268,838,648 61,607,280 61,607,280 0 0 0 207,231,368

計 1,574,256,928 294,863,650 119,533 1,869,001,045 128,490,752 128,490,752 0 0 0 1,740,510,293

土地 4,742,100,000 0 0 4,742,100,000 0 0 0 0 0 4,742,100,000

美術品・収蔵品 22,872,000 0 0 22,872,000 0 0 0 0 0 22,872,000

計 4,764,972,000 0 0 4,764,972,000 0 0 0 0 0 4,764,972,000

有形固定資産合計 土地 4,742,100,000 0 0 4,742,100,000 0 0 0 0 0 4,742,100,000

建物 19,792,198,800 22,044,780 0 19,814,243,580 1,925,662,004 1,925,662,004 0 0 0 17,888,581,576

構築物 1,255,169,540 0 0 1,255,169,540 50,284,319 50,284,319 0 0 0 1,204,885,221

機械装置 8,281,173 0 0 8,281,173 1,374,674 1,374,674 0 0 0 6,906,499

工具器具備品 48,122,275 6,826,575 0 54,948,850 14,890,985 14,890,985 0 0 0 40,057,865

図書 262,683,940 16,184,927 119,533 278,749,334 0 0 0 0 0 278,749,334

美術品・収蔵品 22,872,000 0 0 22,872,000 0 0 0 0 0 22,872,000

車両運搬具 0 3,013,500 0 3,013,500 333,494 333,494 0 0 0 2,680,006

リース資産 0 268,838,648 0 268,838,648 61,607,280 61,607,280 0 0 0 207,231,368

計 26,131,427,728 316,908,430 119,533 26,448,216,625 2,054,152,756 2,054,152,756 0 0 0 24,394,063,869

ソフトウエア 24,408,300 0 0 24,408,300 6,102,075 6,102,075 0 0 0 18,306,225

電話加入権 68,000 0 0 68,000 0 0 0 0 0 68,000

計 24,476,300 0 0 24,476,300 6,102,075 6,102,075 0 0 0 18,374,225

敷金及び保証金 50,000 0 0 50,000 0 0 0 0 0 50,000

その他投資 0 14,610 0 14,610 0 0 0 0 0 14,610

計 50,000 14,610 0 64,610 0 0 0 0 0 64,610

（注）　期首残高には、埼玉県からの現物出資及び無償譲与の受入額を記載しています。

（１）　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８５　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損
　　損失の明細

　　　（単位：円）

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 差引当期末

残高

減損損失累計額

投資その他の資産

摘要

有形固定資産
（特定償却資産）

非償却資産

無形固定資産

有形固定資産
（特定償却
資産以外）
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（２）　たな卸資産の明細

貯蔵品（郵券） 686,330 4,677,750 0 4,834,100 0 529,980 注

貯蔵品（薬品） 9,182,090 282,660 0 1,012,549 0 8,452,201

計 9,868,420 4,960,410 0 5,846,649 0 8,982,181

　　（注）　期首残高には、埼玉県からの無償譲与の受入額を記載しています。

（３）　有価証券の明細
　　（３）－１　流動資産として計上された有価証券

譲渡性預金 180,000,000 180,000,000 180,000,000

計 180,000,000 180,000,000 180,000,000

　　（３）－２　投資その他の資産として計上された有価証券
　　　　　　　　該当事項はありません。

（４）　長期貸付金の明細

（５）　長期借入金の明細

（６）　引当金の明細
　　（６）－１　引当金の明細

　　（６）－２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細
　　　該当事項はありません。

　　　該当事項はありません。

　　　該当事項はありません。

　　　該当事項はありません。

期首残高種類

（単位：円）

（単位：円）
当期増加額 当期減少額

当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替 その他
期末残高 摘　要

当期損益に含ま
れた評価差額

摘　要

貸借対照表
計上額合計

180,000,000

満期保有
目的債券

種類及び
銘　　柄

取得価額 券面総額
貸借対照
表計上額

0

0

-
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（７）　保証債務の明細

（８）　資本金及び資本剰余金の明細

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

地方公共団体出資金 24,534,298,800 0 0 24,534,298,800 注１

計 24,534,298,800 0 0 24,534,298,800

施設費 0 22,044,780 0 22,044,780 建物改修

地方公共団体からの譲与 22,990,000 0 0 22,990,000 注２

計 22,990,000 22,044,780 0 45,034,780

損益外減価償却累計額 0 △ 1,925,662,004 0 △ 1,925,662,004 建物

差引計 22,990,000 △ 1,903,617,224 0 △ 1,880,627,224

　　（注１）　資本金の期首残高は、埼玉県からの現物出資によるものです。
　　（注２）　資本剰余金の期首残高は、埼玉県からの無償譲与によるものです。

（９）　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

　　（９）－１　積立金の明細

　　（９）－２　目的積立金取崩しの明細

（単位：円）

　　　該当事項はありません。

　　　該当事項はありません。

　　　該当事項はありません。

区分

資本剰余金

資本金
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（１０）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

　　（１０）－１　運営費交付金債務

平成２２年度 0 1,874,253,000 1,871,224,890 3,028,110 0 1,874,253,000 0

計 0 1,874,253,000 1,871,224,890 3,028,110 0 1,874,253,000 0

　　（１０）－２　運営費交付金収益

（１１）　地方公共団体等からの財源措置の明細

44,651,250 22,044,780 0 22,606,470

44,651,250 22,044,780 0 22,606,470

（単位：円）

区分 平成２２年度交付分 合計

当期振替額
運営費交付

金収益
資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小計
期末残高

交付金
当期交付額

期首残高交付年度

期間進行基準

費用進行基準

（単位：円）

計

1,724,047,890

147,177,000

1,871,224,890

1,724,047,890

147,177,000

1,871,224,890

合　　計

区　　分 当期交付額
資本剰余金

建設仮勘定
見返施設費

収益計上

左の会計処理内訳
摘　　要

（単位：円）
　　（１１）－１　施設費の明細

平成２２年度
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（１２）　役員及び教職員の給与の明細

支給額 支給人数 支給額 支給人数

常勤 52,585,138 4 20,660,135 2

非常勤 1,707,440 4 0 0

計 54,292,578 8 20,660,135 2

常勤 1,572,027,271 201 155,555,490 15

非常勤 89,811,638 107 0 0

計 1,661,838,909 308 155,555,490 15

常勤 1,624,612,409 205 176,215,625 17

非常勤 91,519,078 111 0 0

計 1,716,131,487 316 176,215,625 17

（１３）　開示すべきセグメント情報
      当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略しています。

   　役員に対する報酬については、「公立大学法人埼玉県立大学役員報酬規則」に基づいています。
　②退職手当
　   役員に対する退職手当については、「公立大学法人埼玉県立大学役員報酬規則」に基づいています。

（単位：円、人）

区分
報酬又は給与 退職給付

役員

教職員

合計

１　役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要

　①役員報酬

４　本表の支給合計には、受託研究費等及び受託事業費等による人件費は含まれておりません。

５　本表の支給額欄には、法定福利費は含んでおりません。

２　教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要
　①教職員給与
　　 教職員に対する給与については、「公立大学法人埼玉県立大学職員の給与に関する規則」及び「公立大
     学法人埼玉県立大学非常勤職員給与基準」に基づいています。
　②退職手当
　   教職員に対する退職手当については、「公立大学法人埼玉県立大学職員の退職手当に関する規則」に基
     づいています。

３　支給人員数は、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの間の平均支給人員数によっています。
    また、退職給付には総支給人員数を記載しています。
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（１４）業務費及び一般管理費の明細

302,974,537

64,830,781

74,613,133

1,841,847

6,752,749

12,569,867
183

3,415,452

196,500
21,700

17,671,637
1,695,750

178,010
39,733

20,462,043

9,749,398
431,227

8,181,633

2,564,903
3,641,989

7,519,627
2,520

167,164

14,111,639
1,685,250

9,020

3,768,644
910,627

1,528,467

651,600
669,020

7,253,727

87,941

20,346,584

11,840

60,396,992
2,083,260
9,081,460

27,313,848
19,751,600
2,130,326

11,873,358
52,249,726
7,260,470

80,899
31,500

1,509,551
56,100

46,742,180

       保守費
       修繕費

     教育経費
       消耗品費
       備品費
       印刷製本費
       水道光熱費
       旅費交通費

（単位：円）

       通信運搬費
       賃借料

     研究経費
       消耗品費
       備品費

41,451,750
20,861,736

       奨学費

       雑費

       損害保険料
       行事費
       諸会費
       会議費
       報酬･委託･手数料
       銀行手数料

       減価償却費

       保守費
       修繕費

       印刷製本費
       水道光熱費
       旅費交通費
       通信運搬費
       賃借料

       損害保険料
       諸会費
       報酬･委託･手数料
       銀行手数料
       減価償却費

       印刷製本費
       水道光熱費

       非常勤職員人件費

     教育研究支援経費
       消耗品費

       諸会費
       会議費

       旅費交通費
       通信運搬費
       賃借料
       保守費
       修繕費

       報酬･委託･手数料
       銀行手数料
       減価償却費

     受託研究費等

     受託事業費等
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　　　    法定福利費

1,680,145,178

79,865,818

336,938,151

56,329,817
29,737,757

47,736,550
4,259,466

65,750
793,214

113,618,130
32,062,329
4,412,690
1,715,280

198,874,561

680,700
106,673,650

2,170,890
16,000

40,390,692
412,689

302,182

390,666,542

988,876,414
327,946,479
155,555,490
165,389,525

42,075,088

39,490
5,492,545

43,296,090
1,308,962

10,453,076
9,466,590

11,368,225
169,470

6,060,080

51,996,016

284,942,135

1,637,767,908

42,377,270

20,660,135
4,913,105

44,138,900
10,153,678

          退職給付費用

          給料

     教員人件費
       常勤教員給与

       非常勤教員給与

          給料
          賞与

     職員人件費

          法定福利費

     役員人件費
          報酬
          賞与

          退職給付費用
          法定福利費

       印刷製本費
       水道光熱費

       常勤職員給与
          給料
          賞与
          法定福利費
       非常勤職員給与

     一般管理費
       消耗品費

          給料
          法定福利費

       備品費

       諸会費
       会議費

       旅費交通費
       通信運搬費
       賃借料
       車両燃料費
       福利厚生費
       保守費
       修繕費
       損害保険料
       広告宣伝費

       雑費
       交際費

       報酬･委託･手数料
       銀行手数料
       租税公課
       減価償却費
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（１５）　上記以外の主な資産、負債、費用および収益の明細

　①　現金及び預金

　②　未払金

計 1,526,022,247

図書 262,564,959

ソフトウエア 18,306,225

機械装置 6,906,499

工具機器備品 33,359,343

（単位：円）
区分 残高 備考

構築物 1,204,885,221

その他 284,073

計 318,154,302

　③資産見返物品受贈額

一般管理費 71,479,990

資産 25,014,323

人件費 136,788,199

業務費 84,587,717

（単位：円）

区分 残高 備考

定期預金 80,000,000

計 442,644,698

現金 0

普通預金 362,644,698

（単位：円）

区分 残高 備考
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